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原 著
著者は，C4レベル高位頚髄損傷例の自宅復帰生活プ
ラン立案とその実施に関わり１），C3レベルの高位頚髄損
傷例を含む訪問リハビリテーションを経験した２）．そし
てこの経験を通し，重度の身体障害例に対して，実際の
生活を変化させるのに役立つ作業療法プログラムを提供
することに大変困難を感じた．高位頚髄損傷例はインタ
ーネットに興味を示していたので，電子メールの操作や
ホームページ閲覧を作業療法アプローチとして実施し
た．その対象者は人工呼吸器が常時必要であり，随意運
動は頚部の動きだけがわずかに可能というレベルで，ほ
とんど外の世界への参加がなかった．しかし，この対象
者は，インターネットに関する技能を習熟するにつれ，
遠方の友人と連絡をとったり，世界中の情報を収集した
りすることによって，外の世界との交流が可能となって
いった．
鎌倉は，「作業療法の理想は，その個人にとってより
良い作業行動を構築することだ」３）と述べている．この
事例にとって，インターネットは障害者の「良い作業行
動」の例になっていると考えた．このような経験から，
インターネットは障害者の「作業（occupation）」を支
援できるのか，ということに興味を持ち，インターネッ
トの可能性についてさらに調べる動機となった．
はじめに 一般に，リハビリテーションにおけるコンピュータの
利用については，リハビリテーション関連先端技術の紹
介や解説，インターフェースの工夫や改造などのように
「道具的な側面」の研究がされてきた４）．しかし，利用
する面から考えると，今後は，対象者がどのような「作
業」を実現しているかといった，「作業」の内容に着目
することが必要と考えた．そこで，本研究においては，
リハビリテーション関連先端技術の中で特にインターネ
ットのもつ可能性に着目した．
ところで，コンピュータの「道具的な側面」の研究分
野に，臨床医学ではAAC（Augmentative and Alternative
Communication）５）が，工学ではヒューマンインターフ
ェースという概念がある６）．AACは重度の表出障害をも
つ人々の機能・形態障害（impairment）や能力障害
（disability）を補償する臨床活動領域を指し，「障害をも
つ人々が現在もつすべての能力を活用して，個々のコミ
ュニケーション能力を最大限に発揮させること」を目的
としている５）．工学でのヒューマンインターフェースは，
人と機械あるいはコンピュータの接続部を意味し，キー
ボードやマウス，またそれらを使った漢字変換ソフト，
表計算ソフトやグラフ作成ソフトも含まれる６）．支援技
術の立場からヒューマンインターフェースは，電子メー
ル，ニュースグループ，オンラインチャットなどインタ
ーネットに関連した技術が，障害者が使用するという前
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提で記述され，ホームページリーダーなど，障害者が使
いやすい商品や道具が示されているものがある７）．
このように，コンピュータが「道具」であるという点
に着目すると，障害者がコンピュータ操作を円滑に行い，
インターネットを活用するために，障害者とコンピュー
タを結ぶインターフェースを改良したり，操作の手順を
工夫したりといった使いやすさのためのプログラムを含
めた多くの技術工学的な研究は，これまで障害者の生活
に大きく貢献してきた４）．
しかし，作業療法の中心概念である「作業」という視
点にたち，コンピュータなど先端機器を活用した場合の
事例を検討した研究は，始まったばかりである．たとえ
ば，買い物というひとつの「作業」を考えた場合，かつ
ては，商店まで足を運び，お金を財布から取り出し，店
員へ渡すといった一連の作業遂行の結果，買い物という
「作業」が成立するものだった．しかし，インターネッ
トのオンラインショッピングを利用すると，自室の椅子
に腰掛けたままコンピュータを操作することで，買い物
の多くの部分が可能となる．「作業」という用語は「人々
が自己をひきつけている（occupy）総てのもので，自
分自身の面倒を見る・・・，人生を楽しむ，社会に貢献
し，自らが属しているコミュニティーの維持機構に組み
込まれている活動群を含む・・・」と定義されている８）．
作業療法士は，この作業に人が携わることで，人の営み
に影響を与え，その人に健康・安寧・生活の満足をもた
らすように支援する８）．障害者にコンピュータを使える
ように援助するリハビリテーション関連先端技術の一部
には，インターネットが含まれると考える．このように，
インターネットを介して何らかの作業を遂行すること
は，障害者の健康・安寧・生活の満足の実現に大きな可
能性があるように思うが，インターネットについて作業
療法の視点から記述された文献は，Scherer９）の「イン
ターネットを利用した健康維持福祉システム」という調
査報告，生活関連機器に関連したホームページ閲覧ソフ
トや電子メールソフトの紹介10）などにとどまっている．
本研究では「新聞の記事の中で出現する障害者とイン
ターネットのかかわりは，作業療法における作業の概念
でとらえるとどのような特性があるのか」という研究疑
問を設定した．期待される成果は，インターネットが作
業療法の手段としてどのような可能性があるかを知り，
インターネットが作業としてどのように障害者に関わっ
ているのかを知るための研究を行ううえで基礎的資料を
得ることである．
なお，2002年に米国で発表された作業療法の実践枠組
みにおいて，「バーチャル （virtual）」という概念が，
「通信やコンピュータによって身体的な接触のない状態
で情報伝達が起こる環境」11）で作業が生じる背景状態の
１つ，として説明されている．舘によると「virtual」と
いう語は，「仮想」とか「虚構」あるいは「擬似」という
語には対応しておらず，継承米語辞典の記述から「みか
けや形は原物そのものではないが，本質的あるいは効果
としては現実であり原物であること」と定義している12）．
また，「virtual」という語の訳語に関して，「バーチャル」
とカタカナ表記をするか，「人工現実感」と訳するのが
適当であるとしている12）．本論文もこの示唆にしたがい
「virtual occupation」を「バーチャル作業」と表記する．
１．対象
新聞全国紙１紙，2000年度の１年分を対象とした．新
聞の収集はデシタルニュースアーカイブを利用した．デ
シタルニュースアーカイブは本紙と，沖縄を除く46都道
府県の地方版を含んでいる．
２．調査方法
１）広島大学図書館が提供しているデシタルニュースア
ーカイブを利用し，「インターネット」かつ「障害者」
を含むものを検索した．
２）機械的な検索のため，検索から検出した記事には，
言語として「インターネット」と「障害者」を含みなが
ら内容的にはつながりのない記事も含まれる．そのため，
そのような記事を除外し，次に示す内容にしぼり込んで
データとした．①インターネットを障害者の健康・安
寧・生活に貢献するような活動として記述したもの，②
インターネットと障害者の行動の関係への意見としたも
の．この条件に合致するものを取り出し，以下に述べる
ような方法でカード化した．
３．分析方法
分析は，データとして検出した記事を類似した内容に
よってまとめ，KJ法13）の考え方を用いて，共通した概
念を抽出する方法で行った．共通した概念を抽出する方
法はKJ法を基に開発されたコンピュータープログラム
であるISOP-KJ法14）を補助的に使用した．以下にその分
析手順を記す．
１）収集した情報をコンピュータに入力し，カードを作
る「カード作成」という作業を行った．
２）カード作成で作ったカードをカテゴライズする「カ
ード合わせ」，カード合わせで作成したカテゴリー
ごとに見出しをつけていく「見出し作り」を実施し
た．この「カード合わせ」と「見出し作り」は，共
同研究者が参加して５人の協議で実施した．
３）「カード合わせ」と「見出し作り」を繰り返し，情
報を収束していく「２回目以降のカード合わせ～見
出し作り」を実施した．次に，グループ間の関係を
方　　法
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図で示す「図解化」と呼ばれる工程を実施した．
「２回目以降のカード合わせ～見出し作り」と「図
解化」も共同研究者が参加して実施した．
カード化したデータ数は139となり，これより27のサ
ブカテゴリーをつくり，それを６のカテゴリーにまとめ
た．「図解化」によって得られた結果の概略と相互関係
を図１「作業としてのインターネット－新聞にみる６つ
のカテゴリーについて－」で，詳細は資料の「作業とし
てのインターネット 新聞にみる６つのカテゴリーにつ
いて，カテゴリー・サブカテゴリー・データの一覧」で
示した．以下に６つのカテゴリーについて結果を示す．
１．インターネットに希望・意見がある
このカテゴリーでは，「インターネットは障害者の情
報収集にとって有益である」，「インターネットを利用す
ると世界が広がる」といった，インターネットへの希望
や期待がみられた．一方で，「IT革命がノーマライゼー
ションにも配慮しながら進められるよう，心からお願い
したい」，「インターネットは誰でも気軽に利用できるも
結　　果
のなのか」など，障害者への配慮を望む声もあった．具
体的には，「インターネットは障害者にとって不便な点
がある」データとして，ホームページ閲覧に関し視覚障
害者は不便な点があった．「インターネットに関する行
政への提言」もみられ，サブカテゴリーの「障害者には
情報格差がある」では，「郵政相の諮問機関である電気
通信審議会では，情報格差（デジタル・デバイド）の解
消を優先課題としてあげている」や「情報格差が広がり
つつある．高齢者や障害者などには扱いにくい機器も多
く，郵政省は，利便性の向上などが新たな課題，と指摘
している」などのデータがあり，障害者の情報格差とい
う問題に言及していた．
２．人との出会いにインターネットが役立つ
このカテゴリーには，「不安や悩みを打ち明ける場とし
てインターネットが役立つ」，「人との出会いにインターネ
ットが役立つ」，「ボランティアとの出会いにインターネ
ットが役立つ」，「相談をするのにインターネットが役立
つ」などのサブカテゴリーがあった．「相談をするのにイ
ンターネットが役立つ」の相談相手は，医師，弁護士な
どの専門家の他に，家族会や障害者自身があった．内容
は病状，住宅改造，障害者問題，人権問題などであった．
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図１．作業としてのインターネット　―新聞にみる６つのカテゴリーについて―
（ ）内の数字は，データ数を示す．
３．インターネットの技術習得に関する情報・機会がある
技術習得の情報については，「インターネット技術の
習得に関し高齢者・障害者を対象に情報を提供する」と
いうものと，「インターネットに関する講習会の通知・
案内がある」があった．講習会の形態は地方自治体が主
催するもの，ボランティアが運営するもの，有償のもの，
出張サービス，LANを使った遠隔操作のものなどがあ
った．講習の内容は，インターネットの仕組みや使い方，
電子メールについてであった．
「ハード・ソフトを工夫すると障害者もインターネッ
トが使いやすい」では，障害者の利便性の獲得のための
開発や工夫について，通産省，学校，企業，個人などの
取り組みのデータがあげられた．「音声化や専用ソフト
の利用などの工夫によって視聴覚障害者もインターネッ
トが使えるようになる」，「身体障害者入所施設に電話と
共にインターネットが設置されている」などのデータが
あった．これらには，視聴覚障害者，身体障害者を対象
としたアプローチが多く，知的・精神障害者等を対象と
したものは兵庫県補正予算案の「身体・知的・精神障害
者のための情報格差解消基盤整備事業として，障害者施
設に障害者用パソコンや点字プリンターなどを整備す
る」としたもの以外はなかった．
４．インターネットは地域社会への参加に役立つ
この分野は，６つのサブカテゴリーで構成されていた．
サブカテゴリーの「インターネットで行政サービスが受
けられる」の内容には，行政サービスに関して，各種の
申請，届出手続き，情報提供などのオンラインによる利
用の取り組みなどがあった．また，サブカテゴリーの
「図書館がインターネットの利用で便利になる」では，
図書の宅配サービス，インターネット検索などのデータ
があった．これらのサービスを利用すれば，実際に移動
することなしに机上で目的の作業が遂行できる．サブカ
テゴリーの「インターネットで投票行動が可能になる」
では，投票行動に関して「インターネットで気軽に投票
できるようになれば，今まであきらめていた仲間も投票
するはず」というデータがあった．
サブカテゴリーの「インターネットでバリアフリー情
報を知る」では，地方自治体，鉄道会社，障害者が作成
したインターネット上の福祉マップに関するものなど11
のデータがあった．身体障害者用トイレやスロープ，エ
レベーターの有無を示した車椅子利用者向けのものの他
に，視覚障害者向けの点字や聴覚障害者向けの手話通訳
に関するものがあった．
サブカテゴリーの「オンラインショッピングを利用す
る」では，「買い物に不自由な障害者でもインターネッ
トを使えば便利である」，「障害者向けの製品をオンライ
ンで販売している大手企業」など，商品を需要する立場
としての障害者と供給する側である企業，双方のデータ
があった．
５．インターネットは働くことに役立つ
サブカテゴリーの「インターネットを使って販売する」
では，共同作業所や障害者施設で生産した製品をインタ
ーネット利用により販売するという例が複数あった．ま
た就労に関しては，「インターネットを利用することで障
害者が在宅で働くことができる」，「障害者がホームペー
ジ製作を仕事として行っている」などのデータもあった．
６．インターネットは遊びに役立つ
このカテゴリーには，「インターネットで知ったスポ
ーツを障害者が実践した」や「車椅子でも楽しめる遊び
場を知るのにインターネットを利用する」などのデータ
があった．
１．作業としてのインターネット
作業とは，自己維持（self-maintenance），仕事（work），
遊び（play）へ能動的に携わることについての用語であ
る15）．
本研究のデータには，障害者を取り巻く行政，専門家，
ボランティア，障害者，家族会などによる，インターネ
ットを利用した支援策や相談の受付けの存在，健康管理
のため主治医との連絡にインターネット活動を利用でき
るとしたデータ，インターネットのバリアフリー情報を
有効に活用することで移動空間を拡大することができる
としたものが含まれていた．このようなデータは，障害
者の「自己維持活動」，「仕事」，「遊び」，「社会参加」が
インターネットを利用することで改善できることを示唆
していると考えられよう．インターネットを販売の媒介
や在宅ワークとして活用することは，身体的活動に制約
の多い障害者にとって「仕事」を得る機会を増大させる
のに役立っていると考えられる．「遊び」についてもイン
ターネットが役立った例があった．インターネットを利
用した交流の場の拡大，投票行動や行政サービスの提供
は，障害者の「社会参加」に寄与していると考えられる．
「新聞の記事の中で出現する障害者とインターネット
のかかわりは，作業療法における作業の概念でとらえる
とどのような特性があるのか」という研究疑問に対し，
「作業」の視点から新聞のインターネット関連記事をま
とめると，インターネットは，作業的活動手段として障
害者の希望であり，「社会参加」の手段であり，「自己維
持活動」の負担や障害を軽減し，「仕事」，「遊び」の範
囲や機会を増大する可能性があるという仮説が抽出でき
た．この仮説は，インターネットの特性が障害者の「作
考　　察
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業」に活用された結果を示している．
２．バーチャル作業（virtual occupation）
「バーチャル」という概念が作業療法の実践枠組みで
提案された11）ということは，今後，インターネットなど
障害者を取り囲むようになるだろう先端的な技術工学の
進歩が，以下に述べるように，「作業」になり得ること
を示唆している．たとえば，結果の「インターネットは
働くことに役立つ」のカテゴリーのなかには，インター
ネットを活用することで自宅就労が可能になったという
脊髄損傷例のデータがあった．インターネットを利用し
「自己維持活動」，「仕事」，「遊び」，「社会参加」という
「作業」を行う場合，このような「作業」を「バーチャ
ル作業（virtual occupation）」と定義できると考えた．
結果の「インターネットは働くことに役立つ」で示し
た脊髄損傷例の自宅就労を可能にしたのは，「身体的な
接触のない状態で情報伝達が起こる環境」11）であるイン
ターネットが活用されたためである．このように，「バ
ーチャル作業」は身体や感覚に障害がある人々にとって，
現実世界では「作業」を実行する機会に生じる障害を，
インターネットというバーチャルな環境で代償するもの
として有益である．このことは，インターネットが「バ
ーチャル作業」として作業療法の手段として活用できる
可能性があることを示しているのではないだろうか．
３．障害者のインターネット活用に関する今後の課題
本研究の結果，インターネットは障害者の世界を広げ
るものとして好意的に考えられていた．その一方で，
「IT革命がノーマライゼーションにも配慮しながら進め
られるよう，心からお願いしたい」とあったように，障
害者に対する十分な配慮を求める声が新聞記事にみられ
た．インターネットの普及は，障害者の作業遂行を円滑
にするもの，あるいは，障害者を取り巻く環境をより障
害者が適応しやすいように改善するものとして期待され
ているが，いくつかの課題や問題点を指摘しているもの
もあった16）．
情報格差（デジタル・デバイド）とは，情報通信手段
に対するアクセス機会や情報通信技術を習得する機会に
ついての様々な不平等のことである17）．本研究でも５つ
のデータが抽出された．また，政策的にも高度情報通信
ネットワーク社会形成基本法の第８条に，「高度情報通
信ネットワーク社会の形成に当たっては，地理的な制約，
年齢，身体的な条件その他の要因に基づく情報通信技術
の利用の機会又は活用のための能力における格差が，高
度情報通信ネットワーク社会の円滑かつ一体的な形成を
著しく阻害するおそれがあることにかんがみ，その是正
が積極的に図られなければならない」18）と記され，情報
格差の是正に対する取組むための政府の視点が盛り込ま
れている．これからも，インターネットの普及には情報
格差の解消が重要な課題であると考えられる．
インターネットを活用するためには，コンピュータを
操作することやコンピュータに関する知識が必要であ
る．主体的に情報及び情報手段の選択ができること，情
報を収集し活用する能力は「情報リテラシー」と呼ばれ
ている17）．本研究のデータにも，情報リテラシーに関し，
障害者を対象とした講習会が全国各地で開催されている
というものがあった．その内容には，地方自治体が主催
するもの，ボランティアが運営するもの，出張サービス
のあるものなど様々な形態がある．このことから，障害
者の情報リテラシー習得のために講習会の送り手（地方
自治体，ボランティア他），受け手（障害者），ともに，
多大な努力をはらっていることが伝わってくる．図１の
２つの破線枠内とカテゴリーの「インターネットの技術
習得に関する情報・機会がある」の関係で示したように，
まず，障害者の社会参加の必要性から，障害者を対象と
した講習会が開催される．その結果，講習会を通じて情
報リテラシーを習得した障害者は，インターネットを活
用して作業遂行を達成しやすい，という図式が成り立つ
のではないかと考えた．
障害者白書（平成13年版）の「インターネット等の利
用状況（障害別）」では，障害を肢体不自由者，聴覚障
害者，視覚障害者で区分している19）．障害者のためのコ
ンピュータのインターフェースの具体例や操作例を例示
している成書も，同様の区分である４）．なお，本研究の
サブカテゴリーの「工夫によって障害者もインターネッ
トが使えるようになる」においても，障害の区分からデ
ータを分類すると肢体不自由，聴覚障害，視覚障害に含
まれる内容であり，認知障害に言及したものはほとんど
みられなかった．したがって，認知障害を持つ者のイン
ターネット活用に関する可能性について検討する必要性
があるのではないかと考えられる．ところで，障害者の
バーチャル環境利用に関し，次のような指摘がある．そ
れは，「身体や感覚に障害がある人々は，運動世界では
歩いたり，物を摘み上げたりするのが困難である．コン
ピュータが物質世界の物まねであろうとすればするほ
ど，身体に障害がある人々はコンピュータの利用が困難
になっていくだろう」20）というものである．このことか
ら，物質世界で生じている障害が，インターネットが活
用されるバーチャル環境にも持ち込まれることがないよ
うに，機器や道具が配慮され，開発されていくべきもの
だと考えられる．
４．本研究の限界
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重要性を説いている21）．瞬間から瞬間に至る間に状況が
刻々と変化するような今日的テーマにおいては，地理
的・時間的範囲を正確に規定しないと調査対象を捉えき
れないためである21）．本研究のテーマであるインターネ
ットは発展途上にあり，インターネットの有する様々な
特徴が急激に変化する可能性が高く，地理的・時間的要
因による影響も大きい．したがって，本研究においても，
地理的・時間的範囲を正確に規定するというウンベル
ト・エコの例21）にしたがい，調査範囲を全国紙の新聞
１紙とし国内の2000年度版の刊行物とした．そして，時
間的に「2000年」，空間的に「国内」と限定されている
というところに，本研究の限界がある．
１．全国紙の新聞１紙，2000年度の１年分を対象に，
「インターネット」かつ「障害者」を含むものを検
索し概念化した．
２．インターネットは作業的活動手段として障害者の希
望であり，「社会参加」の手段であり，「自己維持活
動」の負担や障害を軽減し，「仕事」，「遊び」の範
囲や機会を増大する可能性があるという仮説が抽出
できた．
３．インターネットは障害者のバーチャル作業，つまり
「みかけや形は原物そのものではないが，本質的あ
るいは効果としては現実であり原物である」作業と
して活用されていた．
４．障害者のインターネット活用に関する今後の課題と
して，情報格差の解消，情報リテラシーの開発，肢
体不自由者・聴覚障害者・視覚障害者への十分な配
慮，認知障害を持つ者のインターネット活用に関す
る可能性について検討する必要性があるのではない
かと考えられる．
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The internet as an occupation: The relation between
the disabled person and the internet according to
data in newspapers
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“The internet can be very helpful if it is fully made use of by the disabled person.” This statement
may be true, but the questions arise in what ways, in what fields and to what extent it can be useful. In
order to obtain answers to those questions, we undertook research through a technique similar to the KJ-
method, by collecting related articles from a certain nationally-circulated newspaper as data. Finally, this
data verified that the internet makes it possible for the disabled to take part in social activities more easily
and willingly and to improve their activities in daily life, both their productive activities and their leisure
activities. We believe that we can define the activities produced by utilizing the internet as a virtual
occupation.
